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荷受⼈の権利 
 
《設例》 
荷送⼈は、運送⼈に対して、横浜港から那覇港までのクラシックカー（以下「運
送品」という）の海上運送を委託した。荷送⼈は、運送品の所有者から、運送品
の展⽰貸出しその他の運⽤を委託されており、甲との間で運送品の沖縄におけ
る展⽰のための賃貸借契約を締結していた。本件運送契約では、船荷証券は発⾏
されず、荷受⼈として甲が指定されていた。また、運送品はコンテナに積載され
て運送された。 
 
本件運送中に、荷送⼈と甲間において本件賃貸借契約上の争いが⽣じたため、荷
送⼈は甲に対して契約を解除する旨を通知した。荷受⼈甲は、契約解除は無効で
あるとし、運送⼈に対して、甲が正当な荷受⼈であるので那覇港到着後に甲に対
して運送品を引渡すよう請求した。その後、荷送⼈は、契約解除は有効であると
し、⼄と新たな賃貸借契約を締結し、運送契約上の処分権を⾏使して荷受⼈を甲
から⼄に変更する旨を運送⼈に通知した。運送品が積載されているコンテナが
那覇港に到着し開扉されたところ、運送品がコンテナ内を移動し破損していた。
運送品の損傷は激しく、修理費⽤が運送品の市場価額を超えていた。損傷を被っ
た時点は不明である（いわゆるコンシールドダメージ）。 
 
（１）甲または⼄のいずれが荷受⼈となるか。 
 
（２）荷受⼈（甲・⼄いずれであっても）は、荷送⼈及び運送品の所有者に対し
て損害賠償責任を負っておらず、荷受⼈⾃⾝には損害が発⽣していなかった（逸
失利益は賠償請求できないものとする）。 
 
荷受⼈は、運送⼈に対して、本件運送契約の債務不履⾏を根拠に、運送品の市場
価格相当の賠償請求を求め、管轄のある裁判所において訴訟を提起した。本件運
送品が損傷を被ったことについて運送⼈に過失があるとして、荷受⼈の損害賠
償請求が認められるためには、運送中に貨物が損傷を被ったことのみを⽴証す
れば⾜りるのか、それとも荷受⼈⾃⾝が損害を被っていることまでの⽴証が必
要か。 
 
仮に上記⽴証は不要であり、運送⼈が荷受⼈に対して損害を賠償した場合、運送
⼈が運送品の所有者から所有権侵害を根拠に不法⾏為に基づく損害賠償請求を
受ければ、運送⼈は所有者に対して損害賠償責任を負うことになるか。 
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《出題趣旨》 
改正商法 581 条 1 項は、運送中に運送品の全部が滅失したときは、荷受⼈は物
品運送契約によって⽣じた荷送⼈の権利と同⼀の権利を取得すると規定し、同
条 2 項は、この場合、荷受⼈が運送品の引渡しまたはその損害賠償の請求をし
たときは、荷送⼈は権利を⾏使することができないと規定する。 
本改正では、荷受⼈の権利の取得時期として、運送品の到達地への到達に加え
て、「運送品の全部が滅失したとき」が挙げられている。「全部が滅失したとき」
は、損害の⼀態様であるところ、物理的滅失に限るのか、推定全損も含めるか、
その意義は明確ではなく、解釈上争いが⽣じ得る。 
また、「全部が滅失したとき」においても、荷受⼈が「損害賠償の請求」ではな
く、「運送品の引渡し」を請求すれば、荷送⼈は権利を⾏使することができなく
なるかも条⽂上は明確ではなく、解釈上争いが⽣じ得る。 
さらに、「全部が滅失したとき」には推定全損も含めるとすると、損傷時点が判
然としない場合が想定されるが、「全部が滅失したとき」の場合も荷受⼈の引渡
し請求によって荷送⼈が権利を⾏使できなくなると解すると、荷受⼈の権利⾏
使と荷送⼈の権利⾏使のどちらが優先するのかが問題となり得る。 
 
次に、荷受⼈が運送⼈に対し損害賠償請求をする場合、改正商法 581 条に基づ
き荷受⼈が権利者となれば、荷受⼈⾃⾝に損害が⽣じていなくとも損害賠償請
求が認められるのかが問題となる。この点、最判昭和 53 年 4 ⽉ 20 ⽇（⺠集 32
巻 3 号 670 ⾴）は、荷受⼈に全く損害が⽣じない場合についてまで運送⼈に損
害賠償責任を負わないものと解するのが相当であると判⽰している。荷受⼈⾃
⾝に損害が発⽣していることが賠償請求の要件ではないとする場合、この判決
との整合性が問題となる。 
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